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災害時要援護者の避難に関する文献的研究

野　口　　　代　・　三　好　真　人　・　藤　岡　孝　志

Disaster Evacuation of Vulnerable Populations: 
A Literature Study

Dai Noguchi　・　Masato Miyoshi　・　Takashi Fujioka

Abstract: The purpose of this study is to provide an overview of literature on disaster evacuation 

of vulnerable populations and identify future issues. PubMed was searched for journal articles in 

English as well as CiNii and Ichushi-Web for those in Japanese. We respectively organized the date of 

publications, type of disasters, type of vulnerable people and research design of the articles identified. 

As a result, 28 English articles and 30 Japanese articles were identified. Although the number of 

articles is increasing in both English and Japanese, few studies have shown reliable evidence. Among 

Japanese articles, there were more studies without specifying the type of disasters and ones related 

with the Great East Japan Earthquake Disaster. In contrast, many articles in English concerned 

hurricanes. Moreover, most of the studies in both Japanese and English did not specify the type of 

vulnerable people. Further studies should concern these results and address the issues.
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　災害時要援護者の避難に関して、文献的に研究の動向を把握し、今後の課題を明らかにす

ることを目的とした。和文献は Cinii と医学中央雑誌 web 版を、海外文献は PubMed をデー

タベースとして、検索語を用いて抽出し、それぞれ出版年度、災害種、要援護者の内訳、及

び研究方法に分けて整理を行った。分析対象となった和文献は30件、海外文献は28件であっ

た。出版年では和文献、海外文献ともに、このような研究は近年増加傾向であったが、研究

方法としては、ともにエビデンス・レベルの高い研究が非常に少なかった。災害種は、和文

献では災害種を指定していない研究、東日本大震災に関係する研究が多かった。対して、海

外文献では、ハリケーンに関する研究が最も多かった。要援護者の内訳は、和文献、海外文

献ともに、対象とする要援護者を具体的に絞った研究は少なかった。今後これらの成果と課

題を踏まえた研究が必要である。

キーワード：災害、避難、要援護者

Ⅰ．はじめに

　2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に宮城県牡鹿半島の東南東 130kmの太平洋の海底を震源とする

東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）が発生し、地震や津波などにより各地で甚大な被害が

発生した。内閣府防災白書では、東日本大震災による人的被害の中でも、年齢別では 60 歳以

上が死者数に占める割合が約 65％とされていた1）。また、NHK 福祉ネットワーク（2011）に
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よると、総人口に対する死亡率が 1.03% であったのに対し、障害者の死亡率は 2.06% と 2 倍

に上るとされた2）。立木（2013）は、このような東日本大震災における高齢者や障害者の死亡

率の高さの原因を、県別や市町村別の統計資料を用いてより詳細に分析し、避難の実態と課題

を検討している3）。また、Ochi et al.（2013）は、東日本大震災の際の保健的ニーズや救護活動

についての文献的レビューを行い、特に脆弱なグループが、高齢者、精神疾患をもつ者、障害

者であったことを特定し、この教訓を今後の危機管理計画に組み込むことの重要性を示した4）。

　このような高齢者や障害者をはじめとし「災害から身を守るため、安全な場所に避難するな

どの一連の防災行動をとる際に、支援を必要とする人々」は、災害時要援護者（災害弱者）と

言われている5）。内閣府の災害時要援護者の避難支援ガイドラインでは、「災害時要援護者とは、

必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所に避難するなどの

災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々をいい、一般的に高齢者、障害者、外国人、

乳幼児、妊婦等があげられている」としている6）。

　災害時要援護者に関しては、平時におけるシミュレーションなどによりその意識や課題を調

査する研究がこれまでいくつか実施されてきている7-9）など。しかし、実際の災害時に、要援護

者がどのような困難をもち、どのような支援が行われていたかについて検証している研究は非

常に少ない。この数少ない研究の中で、田村ら（2009）は、新潟県中越沖地震における「介護

福祉支援ボランティア」の活動の参加者から、グループインタビュー調査、質問紙調査を通し

て災害時要援護者の避難生活実態を明らかにしている10）。また、日本地域福祉研究所（2007） は、

大規模災害時におけるソーシャルワーカーの役割や機能について、新潟県中越地震の被災地に

おける福祉専門職等へのインタビュー調査や事例検討によって明らかにしている11）。これらの

研究では、災害時要援護者一般の避難の実態解明を試みているが、特に優先度が高いと考えら

れる要援護者についての災害時の状況の具体的調査としては、岩田（2011）の研究12）があげ

られる。この研究では、東日本大震災時に、認知症高齢者の災害時の行動について介護者より

調査を行っている。その結果、認知症が進行してくると、通常なら恐怖を感じるほどの災害時

にも恐怖反応を示すことがなく、平然としており、自ら避難しようとせず、また恐怖体験とし

ての記憶も形成されなくなるということを示している。このことから岩田は、介護者に対し、

災害時における対応を考える上で、介護対象者のこのような危機認知能力について十分に把握

しておくようにと注意喚起をしている。

　このように特に支援の優先度が高いと考えられる要援護者や、これまで調査がなされていな

い要援護者についての災害避難時の様子や、支援の在り方について、今後より詳細に調査する

必要があると考えられる。しかし、災害時における要援護者の避難に関する研究について、こ

れまで、どのような災害種についての研究が、どのような要援護者を対象として、どのような

研究方法で行われてきたのかは十分に整理されていない。

　そこで、本研究では、災害時における要援護者の避難や避難所での生活に関する研究を、出

版された年代、災害種、要援護者の内訳、および研究の方法に焦点を当てて文献的に検討する

ことにより、この領域の研究の動向を把握し、今後の課題を明らかにすることを目的とした。
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Ⅱ．研究方法

１．対象文献

　和文献に関しては、国立情報学研究所論文情報ナビゲータ（Cinii）をデータベースとして、

「要援護者」×「避難」をキーワードとして検索された 152 件の中から、タイトルや抄録を読

み、今回の研究の目的に合致する研究論文（総説、特集などを除く）16 件を分析対象として

抽出した。加えて、医学中央雑誌web 版をデータベースとして、抄録のある原著論文について、

同様の「要援護者」×「避難」をキーワードとして検索された重複を除く 14 件の文献を抽出し、

合計 30 件の和文献を分析対象とした。

　海外文献に関しては、PubMed をデータベースとして、「vulnerable population(s)」×

「evacuation」、「vulnerable people」×「evacuation」、「special needs」×「evacuation」をキーワー

ドとして検索された合計 32 件の中から、タイトルや抄録を読み、今回の研究の目的に合致す

る研究論文 28 件を分析対象として抽出した。

　なお、和文献、海外文献ともに、出版年の限定は行わずに検索を行った。

２．分析方法　

　対象とした和文献、海外文献をそれぞれ、出版年度、災害種、要援護者の内訳、及び研究方

法に分けて整理を行った。なお、本研究では、日本語と英語の検索語が完全に一致したもので

はなく、また災害という地理的な影響を強く受けるテーマであるため、和文献、海外文献を分

けて分析することとした。

 

Ⅲ．研究結果

　和文献の分析結果の詳細については付録の表 1に、海外文献の詳細は表 2に示した。以下に、

出版年度、災害種、要援護者の内訳、及び研究の方法についての結果を示した。

１．出版年度別の文献数

（1）和文献

　和文献における出版年度別の文献数を図 1に示した。

　対象文献全 30 件の出版年度別の文献数は、1995 年が 1件、1996 年から 2005 年までが 0件、

2006 年が 5件、2007 年が 1件、2008 年が 1件、2009 年が 4件、2010 年が 3件、2011 年が 6件、

2012 年が 3件、2013 年が 6件であった。2011 年と 2013 年の文献数が 6件と最も多かった。
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（2）海外文献

　海外文献における出版年度別の文献数を図 2に示した。

　対象文献全 28 件の出版年度別の文献数は、1996 年が 1 件、1998 年が 1 件、2002 年が 1 件、

2006 年が 2件、2007 年が 2件、2008 年が 3件、2009 年が 1件、2010 年が 3件、2011 年が 4件、

2012 年が 3件、2013 年が最も多く 7件であった。

 

 

 
図 1 和文献における出版年度別の文献数 
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図１　和文献における出版年度別の文献数

図２　海外文献における出版年度別の文献数

 

 
 

図 2 海外文献における出版年度別の文献数 
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２．災害種別の文献数

（1）和文献

　和文献における災害種別の文献数を図 3に示した。

　対象文献全 30 件の災害種別の文献数では、災害種を指定せず、災害一般について取り扱っ

ている文献が 14 件と半数近くであり、最も多かった。次いで、東日本大震災に関する文献が

8 件と多かった。以下、東日本大震災以外の地震が 4 件、東日本大震災以外の津波が 3 件、洪

水が 1件であった。

　また、対象文献全 30 件の中で、平時における災害に対する備えや意識の調査、防災訓練な

どのシミュレーションに関する研究ではなく、実際の災害時において実施されていた研究は、

10 件であった。

（2）海外文献

　海外文献における災害種別の文献数を図 4に示した。

　対象文献全 28 件の災害種別の文献数では、ハリケーンに関する文献が 11 件と最も多かった。

次いで、災害種を指定せず、災害一般について取り扱っている文献が 8件であった。以下、洪

水が 4件、事故・テロ・戦争が 3件、東日本大震災が 1件、インド洋大津波が 1件であった。

　米国以外の研究としては、日本における東日本大震災、インド洋大津波、フランスにおける

洪水、イランにおける洪水、コソボ紛争に関する研究がそれぞれ 1件ずつであった。

　また、対象文献全 28 件の中で、平時における災害に対する備えや意識の調査、防災訓練な

どのシミュレーションに関する研究ではなく、実際の災害時において実施されていた研究は、

17 件であった。

図３　和文献における災害種別の文献数

 

 

 
図 3 和文献における災害種別の文献数 
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３．要援護者別の文献数

（1）和文献

　和文献において、文献内でどのような要援護者を対象としているのかといった内訳を図 5に

示した。

　対象文献全 30 件のうちで、対象となる要援護者を具体的に示さず、要援護者一般を対象と

した文献が 19 件と半数以上であった。次いで、高齢者、自閉症児者、慢性疾患患者、人工呼

吸器装着患者がそれぞれ 2件ずつであった。その他には、移動に障害を有する要援護者などが

それぞれ 1件ずつの合計 3件であった。

図４　海外文献における災害種別の文献数

 

 
 

図 4 海外文献における災害種別の文献数 
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図 5 和文献内で対象となった要援護者の内訳 
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図５　和文献内で対象となった要援護者の内訳
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（2）海外文献

　海外文献に関して、文献内でどのような要援護者を対象としているのかといった内訳を図 6

に示した。

　対象文献全 28 件のうちで、対象となる要援護者を具体的に示さず、要援護者一般を対象と

した文献が 15 件と半数以上であった。次いで、ナーシングホーム入居者が 3 件であった。そ

の他は、新生児、季節農場労働者、透析患者、リハビリテーション施設入院患者、アルツハイ

マー病患者、薬物使用者、慢性疾患患者、貧困家庭などが 1件ずつであった。

４．研究方法別の文献数

（1）和文献

　和文献における研究方法別の文献数を図 7に示した。

　対象文献全 30 件のうちで、データについて分析を特に行っていない実践報告が 9 件と最も

多かった。次いで、1時点において実態を量的に調査している横断的な調査研究が8件であった。

以下、資料・文献研究 5件、インタビュー等による質的研究 4件であった。

図６　海外文献内で対象となった要援護者の内訳

 
 

 
 

図 6 海外文献内で対象となった要援護者の内訳 
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図 7 和文献における研究方法別の文献数 
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（2）海外文献

　海外文献における研究方法別の文献数を図 8に示した。

　対象文献全 28 件のうちで、1 時点において実態を量的に調査している横断的な調査研究が

11 件で最も多かった。次いで、インタビュー等による質的研究が 6件であった。以下、資料・

文献研究 6件、データについて分析を特に行っていない実践報告が 2件、症例対照研究（ケー

ス・コントロール・スタディ）が 1件、前向きコホート研究が 1件、非ランダム化比較試験（介

入研究）が 1件であった。

Ⅳ．考察

１．出版年度について

　本邦でも、海外においても、この分野の研究は近年増加傾向にあることがわかった。しかし、

最も文献が多かった 2013 年でも 6 ～ 7 件と、災害時要援護者の避難に関する研究は未だ少な

いことがわかった。

　和文献については、1995年阪神大震災の年に1件あるものの、2004年の新潟県中越地震をきっ

かけに「災害時要援護者」という言葉が出始めたとされ3）、本格的には内閣府が「災害時要援

護者の避難支援ガイドラン」6）を作成した 2006 年に 6 件と増えている。その後、2007 年の新

潟県中越沖地震、2008 年岩手・宮城内陸地震の後、2009 年より再度文献が増え始めているよ

うであった。また、東日本大震災後の 2011 年、2013 年にはそれぞれ 6 件ずつと最も多いこと

がわかった。

　海外文献については、やはり近年増加傾向がみられ、特に米国南東部をハリケーン・カトリー

ナが襲った 2005 年から本格的に多くなってきている。2013 年が 7 件と最も多かったが、その

うち 3件がやはりハリケーンに関する文献で最多であった。

図８　海外文献における研究方法別の文献数

 
 

 
 

図 8 海外文献における研究方法別の文献数 
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２．災害種について

　和文献においては、災害種を指定していない研究に次いで、東日本大震災に関係する研究が

最も多く、他の地震と津波に関する研究を合わせると半数に及んだ。対して、海外文献では、

ハリケーンに関する研究が最も多かった。このように、研究対象とする災害が大きく異なるこ

とがわかった。

　本邦においては地震・津波以外の災害を特定して研究している文献はほとんどなかった。し

かし、日本においても、2013 年の伊豆大島における台風災害なども発生しており、また今後

地球温暖化の影響などにより、超大型台風の危険性も取りざたされている13）。そのため、今後

は、ハリケーンによる災害の多い米国の研究などを参考にしながら、日本における台風災害に

ついての研究を進めていく必要もあるであろう。

　また特に本邦においては、実際の災害時において実施されていた研究が、平時における災害

に対する備えや意識の調査、防災訓練などのシミュレーションに関する研究などに比べて少な

く、今後さらに研究が必要といえる。

３．要援護者の内訳について

　和文献、海外文献ともに、対象となる要援護者の種別を具体的に示さず、要援護者一般を対

象とした文献が半数以上を占めており、対象とする要援護者を具体的に絞った研究は少なかっ

た。そのため、障害種別などで文献数を数えると、それぞれの数はさらに少なく、ほとんど研

究されていないといえる障害種もあった。

　たとえば、内閣府（防災担当）（2006）においては、災害時要援護者という用語の中に、高齢者、

障害者、外国人、乳幼児、妊婦等があげられている6）。また、障害者であっても、障害種によっ

て大きくそのニーズは異なる。災害時に特に配慮が必要となるような障害種においては、今後

さらに詳細な研究が必要となるであろう。

４．研究方法について

　海外文献において、症例対照研究、前向きコホート研究、非ランダム化比較試験がそれぞれ

1件ずつみられたが、和文献、海外文献ともに実践報告や横断的な調査研究が多く、エビデンス・

レベルの高い研究は、非常に少なかった。

　災害直後の急性期においては、エビデンス・レベルの高い研究は、方法論的にも、倫理的に

も難しいが、特に慢性期においてはそのような研究が今後は期待される。その一方で、このよ

うに災害に関する研究は、災害の個別性や、それぞれの置かれている環境の影響を強くうける

ため、一回性が強く、一般化が難しい事象である。ゆえに巨大災害への対応を考えるにあたっ

ては、確率的な計算だけに依拠することなく、さらに歴史や経験などから学ぶべき点が多い研

究領域といえる。ゆえに、特に慢性期などからエビデンス・レベルの高い量的な研究を可能な

限り進めながら、個別的で丁寧なデータ収集・分析・解釈に基づく質的な研究をさらに積み重

ねていくことは今後も不可欠であろう。
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５．今後の課題

　本研究では、「災害時要援護者」という用語が用いられる以前に同じような意味で用いられ

ていた「災害弱者」という用語については分析を行わなかった。災害弱者に関する文献数は、

災害時要援護者に関する文献数に比べ少なかったが、これについても合わせて分析することは

今後の課題である。

Ⅴ．結論

　文献の出版された年代に関しては、本邦でも、海外においても、このような研究が近年増加

傾向にあることがわかった。しかし、絶対数は未だ少ないということもわかった。災害種につ

いて、和文献では、災害種を指定していない研究、東日本大震災に関係する研究が多かった。

対して、海外文献では、ハリケーンに関する研究が最も多く、研究対象とする災害が大きく異

なることがわかった。また特に本邦においては、実際の災害時において実施されている研究が

少なかった。要援護者の内訳については、和文献、海外文献ともに、対象とする要援護者を具

体的に絞った研究は少なかった。研究方法については、和文献、海外文献ともにエビデンス・

レベルの高い研究は、非常に少なかった。
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付録  
 
表 1 和文献の分析結果の詳細 

 

文献 災害種 要援護者 研究方法

阿部ら（2011）14）
東日本大震災等 自閉症 その他

有賀（2008）
15） 指定なし

多様な要援護者5人（身体障害者、身

体障害と内部障害、身体障害、精神

障害と内部障害、高齢者）

実践報告

臺ら（2011）
16） 指定なし 要援護者 実践報告

我澤ら（2006）
17） 津波 要援護者 実践報告

畠中ら（2009）
18） 指定なし 在宅人工呼吸器装着患者 実践報告

畠中ら（2010）
8） 指定なし 在宅人工呼吸器装着患者 実践報告

神尾ら（2006）
19） 津波 要援護者 その他

上岡ら（2012）
20） 指定なし 要援護者 横断研究

柏原ら（2011）
21） 東日本大震災 要援護者 実践報告

木下ら（2010）
22） 地震

慢性疾患や身体障害のある成人・高

齢者と家族
インタビュー等による質的研究

北川 ら（2010）
23） 指定なし 要援護者 横断研究

李（2006）
24） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

松田ら（2011）
9） 地震 移動に障害を有する要援護者 実践報告

峯本（2013）
25） 東日本大震災 高齢者 実践報告

宮本ら（2013）
26） 指定なし 精神障害者 横断研究

森（2013）
27） 東日本大震災 要援護者 資料・文献研究

野村ら（2013）
28） 東日本大震災 要援護者 インタビュー等による質的研究

大木ら（2009）
29） 津波 要援護者 その他

大西ら（2006）
30） 洪水（台風、豊岡水害） 高齢者、障害者 横断研究

坂本ら（2011）
31） 指定なし 要援護者 インタビュー等による質的研究

蘇武ら（2013）
32） 東日本大震災

難病および慢性疾患患者（特定疾患

医療受給者）
横断研究

菅原ら（2012）
33） 東日本大震災 自閉症児者 インタビュー等による質的研究

田原ら（2012）
34） 指定なし 要援護者 横断研究

武田ら（2013）
35） 指定なし 要援護者 横断研究

竹内ら（1995）
36） 阪神淡路大震災 要援護者 実践報告

田村ら（2009）
10） 新潟県中越沖地震 要援護者 横断研究

山崎ら（2006）
37） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

山崎ら（2007）
38） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

山崎ら（2009）
39） 指定なし 要援護者 資料・文献研究

横山（2011）
40） 東日本大震災等 要援護者 その他
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表 2 海外文献の分析結果の詳細 

 

 
 

文献 災害種 要援護者 研究方法

Ardalan et al.（2010）
41） 洪水 要援護者 非ランダム化介入比較試験

Arrieta et al.（2008）
42） ハリケーン・カトリーナ 慢性疾患患者 インタビュー等による質的研究

Bethel et al.（2011）
43） ― 要援護者 横断研究

Brodie et al.（2006）
44） ハリケーン・カトリーナ 要援護者 横断研究

Burke et al.（2012）
45） ―

ラテン系移民、

季節農場労働者
横断研究

Buttke et al.（2013）
46） ― 要援護者 横断研究

Christensen et al.（2013）
47） ハリケーン

アルツハイマー病または関連障害の

地域住民
横断研究

Claver et al.（2013）
48） ハリケーン・カトリーナ、

ハリケーン・リタ
退役軍人ナーシングホーム入居者 インタビュー等による質的研究

Dobalian et al.（2010）
49） ハリケーン・カトリーナ、

ハリケーン・リタ
ナーシングホーム入居者 資料・文献研究

Dunlap et al.（2011）
50） ハリケーン・カトリーナ 薬物使用者 インタビュー等による質的研究

Eisenman et al.（2007）
51） ハリケーン・カトリーナ 要援護者 インタビュー等による質的研究

Femino et al.（2013）
7） ― 新生児 実践報告

Foster et al.（2011）
52） ― 透析患者 横断研究

Jacob et al.（2008）
53） ハリケーン・カトリーナ 要援護者 資料・文献研究

Keene（1998）
54） 洪水 要援護者 インタビュー等による質的研究

Kirkpatrick et al.（2007）
55） ハリケーン・カトリーナ 貧困家庭 資料・文献研究

Mantey et al.（2012）
56） 洪水、大雨、土砂崩れ ナーシングホーム入居者 前向きコホート研究

Nishikiori et al.（2006）
57） インド洋大津波 要援護者 横断研究

Ochi et al.（2013）
4） 東日本大震災 要援護者 資料・文献研究

Owens et al.（2013）
58） ― 要援護者 資料・文献研究

Peek-Asa et al.（2012）
59） 洪水 学生 横断研究

Quenemoen et al.（1996）
60） 世界貿易センタービル爆破事件 要援護者 症例対照研究

Ricchetti-Masterson et al.（2013）
61） ハリケーン・アイリーン 要援護者 横断研究

Seale（2010）
62） ハリケーン・リタ、

ハリケーン・アイク
リハビリテーション施設入居者 インタビュー等による質的研究

Soffer et al.（2008）
63） 産業災害（化学事故・核事故） 要援護者 資料・文献研究

Stander et al.（2011）
64） ― 要援護者 横断研究

Szilard et al.（2002）
65） コソボ紛争 医療的ニーズのある難民 実践報告

Uscher-Pines et al.（2009）
66） ― 要援護者 横断研究


